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■相談窓口の設置場所
住まいと暮らしのサポートセンターおかやま

■相談対象者
• 高齢等により適切に空き家の管理等ができない者
• 高齢者や障害者等であることを理由として住まいが
確保できずにいる者 等

■特徴
• 高齢者や障害者のほか、様々な悩みや課題を抱え
るために入居が難しい者の相談に対応

• 相談内容に応じて、宅建協会や社協の他、病院、銀
行、弁護士、行政等の団体・専門家が支援

• 社協や地域包括支援センター等と連携し、空き家の
活用を希望する高齢者等の把握を図る

【事業実施の背景】
• 岡山県の空き家率は全国でも高い水準
• 山間部を中心に高齢化率が極めて高く、特養への
入所や市街地への住み替えによって空き家となり、
その後の管理が不十分なケースも少なくない

• 活用可能な空き家がある一方で、高齢者や障害者
等の住宅確保要配慮者の住まいの確保は難しい

【事業の特徴】
• 精神障害者等の住宅確保要配慮者の住まいの確保
を支援するNPO法人と宅建協会、社協を中心に、医
療、行政等、地域の多様な団体や専門家が連携

• 住まいの管理・活用から、住宅確保要配慮者の住ま
いの確保、入居後の困りごとへの相談まで、ワンス
トップで相談対応

総合相談窓口

その他のモデル的な取組

• 住宅確保要配慮者との入居契約や入居中の対応、退去時の支援等、住宅確保要配慮者からの入居相談を受
けた不動産業者や改正住宅セーフティネット制度の登録住宅を管理する者等を支援

～空き家等の管理や活用にお困りの方と住まいの確保が難しい方の相談窓口～



当該取組が他の地域において展開可能なものとするため、特定のNPO法人のみで問題解決するのではなく、
行政や宅建協会、社協等、全国共通の地域資源が協働して解決に取り組む事例として整理・構築を目指す

対象地域内に所在する個人住宅等の所有者からの相談 ２件

対象地域内への住替又は移住検討者からの相談 ４６件

地域内で事業を実施しようとする利活用検討者からの相談 ２件

その他 ８件

総合相談窓口

無料相談会（９回） 参加者：１８名
「この“家”どうするセミナー２０１８」（２回） 参加者：４７名

住宅確保要配慮者が入居出来る物件や活用意向のある空き家情報の把握・整理
住宅確保要配慮者に住まいを提供する不動産業者等の裾野の拡大
相談者が抱える課題が重層化・多角化しており、相談者の課題に対して有効な解決策を提案していくため、行
政や多様な関係団体との一層の連携

平成２９年度実績

今後の課題

今後の事業展開

住宅・空き家所有者からの相談は当初見込を下回ったが、入居希望者からの相談は概ね当初見込の水準であ
り、購入希望者からの相談も一定数確保
行政や宅建協会等の業界団体、地域の方々に取組の必要性を理解いただくことを重視
一方的に依頼や相談を受けるだけではなく、相談窓口から団体への対応依頼や行政から対応を依頼されるな
ど、相互に相談や対応を依頼できる関係性を一定程度構築

事業の成果


